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理事・技術委員会委員長　田中　進

　平成28年に鋼橋工事の仮設構造物に係る重大事故が２件連続して発生した。これを受
け、国土交通省から各発注者に対して「供用中の道路路上の橋梁架設工事に伴う安全確
保について」が通知された（平成28年６月20日付）。（一社）日本橋梁建設協会におい
ては、「鋼橋架設工事の事故防止対策検討特別委員会」を立上げ、「鋼橋架設工事の事
故防止対策（平成28年８月）」を取りまとめ、会員会社に向けて更なる安全対策を示し
てきた。また、国交省「土木工事安全施工技術指針（平成29年３月）」の改訂におい
て、安全確保についての具体的な措置が記載された。

　会員各社の現場施工にあたっては、以上の資料等を踏まえ安全対策を検討し、発注者

の確認のもと慎重に工事を進めているところである。

　通知第３項における、橋桁の落下防止のための固定について「仮設構造物への固定は
効果的な方法がとりまとめられるまで対象にしない」とされていたが、その後、「鋼道
路橋施工便覧」（令和２年９月）の改訂が行われ、架設橋桁の仮設構造物への効果的な
固定方法が記載された。さらに、鋼橋架設工事も「鋼道路橋施工便覧」に記載されてい
る供用中道路上の架設時の留意点を遵守しながら安全に施工している実績も増えてき
た。これらを踏まえ、国交省道路局は、鋼道路橋施工便覧の改訂による効果的な固定方
法の明示や、不具合事例を踏まえた架設における留意点の充実が図られていることか
ら、各発注者に対し追加の通知がなされた（令和４年６月９日付）。

　本資料では、追加通知に関する説明に加え、仮設構造物や固定設備の標準的で具体的
な架設設計方法を示している。平成29年３月に橋建協が取りまとめた「鋼橋架設工事の
事故防止対策＜仮設備設計資料＞」は、仮設構造物の架設設計の考え方、考慮する荷重
などを示したもので、「鋼橋架設工事の事故防止対策（平成28年８月）」の追加資料で
あった。本資料は＜仮設備設計資料＞の内容の一部見直しを含む内容となっていること
から、＜仮設備設計資料＞については廃版とし、本資料を「鋼橋架設工事の事故防止対
策（平成28年８月）」の追加資料とする。
　各現場での架設工事にあたっては、本資料の内容を踏まえつつ、個別現場の諸条件を
十分に考慮の上、発注者と会員会社の責任において判断し、適切な安全対策を講じ、会
員会社は発注者と情報共有をし、発注者の確認を得て、的確な安全確保に努めていただ
きたい。
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§1　国土交通省通知（H28.6.20）及びその対応

§2　追加通知（R4.6.9）とそれに伴う安全対策

　国交省通知（平成28年６月20日付）には３項の記載があり、第１項には仮設構造物の
支持・転倒・滑動に対する安全性の照査について、第２項には仮設構造物にかかる計測
について、第３項には橋桁の落下防止のための固定について記載されている。第３項に
は、括弧書きで（仮設構造物への固定は効果的な方法がとりまとめられるまでは対象と
しない。）と記載され、供用中の道路上の鋼橋架設工事は橋桁の据え付け完了前におい
て仮設構造物で支持した状態では通行規制が必要であった。

　令和２年９月に鋼道路橋施工便覧の改定版が発刊され、仮設構造物への効果的な固定

方法としてはワイヤロープや固定治具等によるものが有効であることが示された。
　国交省追加通知（令和４年６月９日付）には、鋼道路橋施工便覧の改訂により、ベン
ト等（仮設構造物）と架設桁（橋桁）の効果的な固定方法が示されていることが記載さ
れた。これにより、供用中の道路上の橋桁を仮設構造物で支持した状態においても橋桁
と仮設構造物を効果的な固定方法で固定を行うことで通行規制の解除が可能となった。

　これまで供用中の道路上の鋼橋架設工事の仮設構造物の架設設計は、「道路橋示方書
（日本道路協会）」「土木工事安全施工技術指針（国交省）」「鋼道路橋施工便覧（日
本道路協会）」「鋼構造架設設計施工指針（土木学会）」「鋼橋架設工事の事故防止対
策（日本橋梁建設協会）」等を踏まえ、様々な荷重を設定し、その組み合わせに応じた
安全照査を行ってきた。
　本資料はこれらの基準、参考図書、冊子などに記載している内容を１つにまとめ、上
記における仮設構造物や固定設備の設計するにあたり、標準的な仮設構造物の要求性能
と固定設備の要求性能を示し、使い易いものにした。

　これらを踏まえ、供用中の道路上の橋梁架設工事は、発注者と受注者が協議しながら
安全対策を検討し、架設方法や手順を工夫しながら施工を進めてきた。このような中、

安全に施工を完了した実績も積み重なってきた。
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§3　仮設構造物の要求性能と固定設備の要求性能
3.1　適用の範囲

§4　仮設構造物の要求性能
4.1　仮設構造物の構造

4.2　設計一般

橋桁の架設工事において、橋台または橋脚への据え付けが完了していない橋桁が供用中
の道路上空に架かっている状態で、当該橋桁の移動を行わない期間に道路の通行規制を
解除する場合に、橋桁を支持する仮設構造物の設計及び橋桁を仮設構造物に固定する固
定設備の設計に適用する。

図-1　通行規制の解除例（トラッククレーンベント工法）

図-2　通行規制の解除例（送出し工法）

仮設構造物は、橋桁と仮設構造物に作用する水平荷重と鉛直荷重に対して抵抗ができ、

かつ橋桁が落下しないように支持できるものでなければならない。
仮設構造物には、ベント設備、セッティングビーム、送出し設備、降下機設備、仮受設

備などがある。

(1) 橋桁を支持する仮設構造物の設計は、橋桁と仮設構造物に作用する橋軸直角方向
と橋軸方向の水平荷重及び橋桁や仮設構造物の自重による鉛直荷重に対する仮設
構造物の耐荷性能と、滑動・転倒・地盤支持力に対する安定について照査し、安
全となるようにしなければならない。

(2) 4.3から4.6までの規定による場合は、(1)を満足するものとみなしてよい。
(1) 仮設構造物の滑動・転倒については、橋桁支持前の自立時と橋桁支持時のいずれ

も安全となるようにしなければならない。

トラッククレーンベント工法と送出し工法の適用例を以下に示す。

仮設構造物
（ベント設備）

供用道路
橋
脚

橋桁
ボルト連結※2

※2：ボルト連結の場

合は、継手部に作用

する荷重に耐えうる

ボルト本数で連結す

る

橋桁
手延機 仮設構造物

（ベント設備）

供用道路

送出し設備

固定設備※1
固定設備※1

固定設備※1

橋
脚

橋
脚

※1：図-4参照

橋
脚

橋
脚

橋
脚

※1：図-4参照
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4.3　設計時に考慮する荷重

＝
＝

風荷重（W）は、鋼道路橋施工便覧や鋼構造物架設設計施工指針を参考に算出す

る。

剛な構造物を多点支持した場合 0.2

(6) 鋼道路橋施工便覧5)には過去の事例等から以下のような風荷重が参考値として示
されており、これを参考としてもよい。

架設の状況 風荷重 想定風速

(5) 鋼道路橋施工便覧3)には、「標準的な架設条件下においては、係数に0.05を用い
ることが多い。なお、特殊な仮設構造物や架設工法等を採用する場合には、別途
検討する必要がある」と示されている。

また、鋼構造物架設設計施工指針4)には、「通常の架設では、水平荷重係数を
0.05としてよい。ただし、特殊な構造形式、架設工法等に関しては適宜定める必
要がある」と示されている。

剛な構造物を多点支持した状態
でこう上、降下作業を行う場合

単動ジャッキの場合
箱桁 0.5～1.0
I桁

連動ジャッキの場合 0.1～0.2
0.1～0.5

(6)

(1) 特殊な場合を除き、温度変化の影響、衝撃荷重、摩擦力は考慮しない。ただし、
仮設構造物を支持する基礎部の滑動に対する検討には摩擦力を考慮するものとす

る。
(4) 不均等荷重は、鉛直荷重には考慮するが、水平荷重には考慮しないものとする。

なお、鋼道路橋施工便覧1)や鋼構造物架設設計施工指針2)に過去の事例等から以下
のような不均等荷重係数の参考値が示されている。

構造物の種類、状態、作業内容等 不均等荷重係数

(7)

(8) 下フランジの勾配の影響による水平荷重（H02）は、基本鉛直荷重（P01）に下フラ

ンジの勾配の影響分の水平荷重係数を乗じて算出する。
(9) 特殊荷重（S）は、雪荷重、土圧、水圧などが作用する場合に考慮する。

地震荷重（EQ）は、鋼道路橋施工便覧や鋼構造物架設設計施工指針を参考に算出

する。

(4) 不均等荷重Uは、不均等荷重係数を0.1～1.0を標準とし、橋桁及び仮設構造物の構

造により適切に設定する。
(5)

(1) 鉛直荷重には、橋桁の自重、仮設構造物の自重、不均等荷重を考慮し、水平荷重
には、照査水平荷重、風荷重、地震荷重、下フランジの勾配の影響による荷重を

考慮しなければならない。
(2) 橋桁の基本鉛直荷重（P01）は、仮設構造物が支持する橋桁の自重と橋桁に設置さ

れている付属物や足場重量等とする。鉛直荷重が仮設構造物に対して偏心して作
用する場合は、偏心量を考慮しなければならない。

(3) 仮設構造物自重（P02）は、仮設構造物の自重と仮設構造物に設置されている足場

自重等とする。

照査水平荷重（H01）は、基本鉛直荷重（P01）と仮設構造物自重（P02）の合計に水

平荷重係数を乗じて算出する。水平荷重係数は0.05を標準とする。

＝
1

ρ・CD・V2 ＝
1

短期間（1カ月程度以下）の架設工事 0.4kN/m2 20m/s

通常の架設工事 0.9kN/m2 30m/s

1.23×1.6×3022 2
886 N/m2

0.9 kN/m2

台風期を含む長期間（6カ月程度以上）で大規模な架設工

事
1.6kN/m2 40m/s

この想定風速は、ガスト応答係数を加味した値であり、抗力係数CD＝1.6として風

荷重を算出している。以下に想定風速30m/sの場合の算出根拠を示す。

W
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4.4　仮設構造物の構造照査時における荷重の組合せと許容応力度の割増し係数

橋軸直角方向
常時 P01+P02+H01+H02+U+S 1.0
風時 P01+P02+W+H02+U+S 1.1

地震時 P01+P02+EQ+H02+U+S 1.2

橋軸方向 橋軸直角方向

橋台または橋
脚で水平荷重
の負担が可能

橋台または橋
脚で水平荷重
の負担が不可

仮設構造物
自立時

橋桁支持時
橋桁支持時

仮設構造物
自立時

記号

〇 〇

H02

橋軸方向
常時 P01+P02+H01+H02+U+S 1.0
風時 P01+P02+W+H02+U+S 1.1

地震時 P01+P02+EQ+H02+U+S 1.2

100

架設時許容応力度の割増しとして1.25を考慮するほか、荷重の組合せに対する許容応力

度の割増し係数の標準を以下に示す。
水平荷重の

作用方向
条件 荷重の組合せ 許容応力度の割増し係数

(7) 鋼道路橋施工便覧7)には以下の内容が示されている。
地震荷重（EQ）は、橋桁の架設期間は、供用期間と比較して短いため、完成形の
設計水平震度L1の1/2を用いることが多い。なお、架設期間が比較的短い場合は、
照査水平荷重（H01）により地震の影響を考慮していると見なす場合もある。一

方、架設期間が著しく長い長大橋等においては、設計水平震度L1と設定する場合
もある。

(8) 下フランジの勾配がi%の場合は勾配の影響分の水平荷重係数はi/100とし、下フラ
ンジの勾配の影響による水平荷重（H02）は以下のように算出する。

H02 ＝ P01 ×
i

橋桁に
作用する風荷重

仮設構造物に
作用する風荷重

橋桁に
作用する地震荷重

仮設構造物に
作用する地震荷重

W1

W2

EQ1

EQ2

―

― 〇 〇 ―

〇 〇

〇 〇

〇

―

〇

照査水平荷重 H01 〇

―

― ― 〇

〇 〇〇

鋼道路橋施工便覧9)にも同様の許容応力度の割増し係数に架設時の割増し1.25を乗じた

場合の参考値が示されている。また、鋼構造物架設設計施工指針10)には割増し係数の標
準値が示されている。

下フランジの勾配の
影響による水平荷重

仮設構造物の構造照査時における考慮する水平荷重を以下に示す。

〇 〇

荷重

また、鋼構造物架設設計施工指針8)には道路橋では完成時のレベル１地震動に対
応する設計水平震度の1/2とする場合が多いことが示されている。

また、鋼構造物架設設計施工指針6)には架設期間を考慮して架設時風荷重を完成
構造物の半分とするものや架設期間中の非超過確率に基づく再現期間に相当する
風速を用いて架設時風荷重を設定する例が多いことが示されている。

〇

〇

―

〇

―

〇
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4.5　仮設構造物の滑動・転倒・地盤支持力の照査時の安全率

4.6　仮設構造物（ベント設備）の転倒に対するフェールセーフ

4.7　仮設構造物に係る計測

(1) 計測管理項目には、橋桁、仮設部材に加え、仮設構造物の基礎部など大きな荷重
がかかる地盤の状態についても含めることとする。計測項目としては、ベント設
備等の基礎部分の沈下量（不等沈下の有無を確認できる箇所数）、ベント設備等
の柱部材の傾斜などがある。

図-3　仮設構造物の転倒に対するフェールセーフ例

(1) 仮設構造物は作業段階に応じた計測項目（変位、倒れ、反力など）とその管理基

準値、計測方法、計測頻度とその記録方法を決定し、管理しなければならない。
(2) (1)から得られた計測結果が管理基準値を超過した場合を想定し、あらかじめその

情報が直ちに現場責任者等に届く体制を整えなければならない。
(3) (1)から得られた計測結果が管理基準値を超過した場合は、(2)の体制により直ち

に作業を中止するとともに、影響範囲の通行規制を行わなければならない。

(2) フェールセーフ設備に作用する荷重は、仮設構造物（ベント設備）に作用する風

荷重（W）または地震荷重（EQ）の大きい方とする。
(1)

(2) 橋桁は橋台や橋脚上のブロックから架設することが一般的であるため、橋桁に作
用する水平荷重は橋台や橋脚で負担できることから、仮設構造物（ベント設備）

に作用する水平荷重に対してフェールセーフ設備を検討することとする。

(2) 滑動・転倒の照査は、橋桁支持前の自立時と橋桁支持時を行う。

(1) 鋼道路橋施工便覧11)には常時の安全余裕の参考値として示されている。鋼構造物

架設設計施工指針12),13)には常時の安全率の標準値と風時と地震時の安全率が計算
例にて示されている。

(1) 仮設構造物（ベント設備）が自立時の転倒により第三者に被害がおよぶおそれの

ある場合には、フェールセーフを行わなければならない。

転倒 1.2 1.2 1.2

地盤の鉛直支持力 2.4 1.6 1.6

照査項目 常時 風時 地震時

滑動 1.5 1.2 1.2

(1) 仮設構造物の滑動・転倒・地盤支持力の安定照査に使用する安全率の標準を以下

に示す。

フェールセーフに用いる設備には、ワイヤロープやカウンタウエイトなどがあ

る。

橋
脚

供用道路

仮設構造物
（ベント設備）

橋脚とワイヤ

ロープにて連結

供用道路

仮設構造物
（ベント設備）基礎梁上

カウンタ

ウエイト
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§5　固定設備の要求性能
5.1　固定設備の構造

5.2　設計一般

5.3　設計時に考慮する水平荷重

(3)

(1) 水平荷重には、照査水平荷重、風荷重、地震荷重、下フランジの勾配の影響によ

る荷重を考慮しなければならない。
(2) 照査水平荷重（H01）は、水平荷重係数を0.05を標準とする。

(3) 固定設備が(2)を満足する場合は、橋桁を仮設構造物に固定できているものとみな

してよい。
(2) 固定設備には、一般的にワイヤロープや固定治具、PC鋼棒、ターンバックル、レ

バーブロック、チェーンブロックなどが使用される。これらの固定設備を用い
て、橋桁と橋桁を支持している仮設構造物と固定する方法は橋桁の落下防止に対
して効果的である。
橋桁の形式、支持方法などにより支持部に作用する水平荷重は異なるため、固定
設備は水平荷重の大きさに対して適切に選定するものとする。一般的に水平荷重
が小さい場合は、ワイヤロープなどで固定することが可能であるが、水平荷重が
大きい場合は固定治具などで固定する必要がある。

図-4　仮設構造物への効果的な固定例

(1) 橋桁の固定設備の設計は、橋桁が落下しないように橋軸直角方向と橋軸方向の水

平荷重に対して安全となるようにしなければならない。

(1) 橋桁の固定とは、橋桁がそれを支持している仮設構造物から脱落しない状態、か
つ実際の支持点が設計で想定している範囲から逸脱しない状態に留めることをい

う。
(2) 橋桁の固定設備は、橋軸直角方向と橋軸方向の水平荷重に対して橋桁が落下しな

いように橋桁を支持している仮設構造物上に設置しなければならない。また橋桁
の固定設備は、橋桁に作用する水平荷重に対して抵抗でき、かつ橋桁を支持して
いる仮設構造物までその水平荷重を伝達できる構造としなければならない。

風荷重（W）は、鋼道路橋施工便覧や鋼構造物架設設計施工指針を参考に算出す

る。

(2) 5.3、5.4の規定により設計されている場合は、(1)を満足するものとみなしてよ
い。

断面図(橋直方向)

固定治具
（橋軸直角方向）橋桁

側面図(橋軸方向)

橋桁

固定治具
（橋軸方向）

仮設構造物
（ベント設備）

断面図(橋直方向) 側面図(橋軸方向)

固定治具
（橋軸方向）

固定治具
（橋軸直角方向）

橋桁 橋桁

仮設構造物
（ベント設備）

仮設構造物
（ベント設備）

ワイヤロープ
（橋軸方向）

仮設構造物
（ベント設備）

ワイヤロープ
（橋軸方向）

ワイヤロープ
（橋軸直角方向）

ワイヤロープ
（橋軸直角方向）

6



＝
＝

(5) 下フランジの勾配がi%の場合は勾配の影響分の水平荷重係数はi/100とし、下フラ
ンジの勾配の影響による水平荷重（H02）は以下のように算出する。

H02 ＝ P01 ×
i

100

20m/s

886 N/m2

0.9 kN/m2

(4) 鋼道路橋施工便覧7)には以下の内容が示されている。
地震荷重（EQ）は、橋桁の架設期間は、供用期間と比較して短いため、完成形の
設計水平震度L1の1/2を用いることが多い。なお、架設期間が比較的短い場合は、
照査水平荷重（H01）により地震の影響を考慮していると見なす場合もある。一

方、架設期間が著しく長い長大橋等においては、設計水平震度L1と設定する場合
もある。

この想定風速は、ガスト応答係数を加味した値であり、抗力係数CD＝1.6として風

荷重を算出している。以下に想定風速30m/sの場合の算出根拠を示す。

W ＝
1

ρ・CD・V2 ＝
1

1.23×1.6×3022 2

(1) 特殊な場合を除き、温度変化の影響、衝撃荷重、摩擦力は考慮しない。摩擦力に
は不確定要素が多いため、橋桁支持部の摩擦力は、検討結果が安全側となるよう

に原則考慮しないものとする。
不均等荷重は、水平荷重には考慮しないものとする。

(3)

また、鋼構造物架設設計施工指針6)には架設期間を考慮して架設時風荷重を完成
構造物の半分とするものや架設期間中の非超過確率に基づく再現期間に相当する
風速を用いて架設時風荷重を設定する例が多いことが示されている。

(4)

(5) 下フランジの勾配の影響による水平荷重（H02）は、基本鉛直荷重（P01）に下フラ

ンジの勾配の影響分の水平荷重係数を乗じて算出する。

(2) 鋼道路橋施工便覧3)には標準的な架設条件下においては、係数に0.05を用いるこ
とが多い。なお、特殊な仮設構造物や架設工法等を採用する場合には、別途検討
する必要があることが示されている。

また、鋼構造物架設設計施工指針4)には通常の架設では、水平荷重係数を0.05と
してよい。ただし、特殊な構造形式、架設工法等に関しては適宜定める必要があ
ることが示されている。

通常の架設工事 0.9kN/m2 30m/s

台風期を含む長期間（6カ月程度以上）で大規模な架設工

事
1.6kN/m2 40m/s

鋼道路橋施工便覧5)には過去の事例等から以下のような風荷重が参考値として示
されており、これを参考としてもよい。

架設の状況 風荷重 想定風速

短期間（1カ月程度以下）の架設工事 0.4kN/m2

地震荷重（EQ）は、鋼道路橋施工便覧や鋼構造物架設設計施工指針を参考に算出

する。

また、鋼構造物架設設計施工指針8)には道路橋では完成時のレベル１地震動に対
応する設計水平震度の1/2とする場合が多いことが示されている。
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5.4　固定設備の構造照査時における荷重の組合せと許容応力度の割増し係数

※

１)　鋼道路橋施工便覧（P659～P660）　8）不均等荷重（UN）
２)　鋼構造物架設設計施工指針（P19～P20）　4.2.11 不均等荷重（U）
３)　鋼道路橋施工便覧（P656～P657）　2）照査水平荷重（H0）
４)　鋼構造物架設設計施工指針（P18）　4.2.8 照査水平荷重（H0）

５)　鋼道路橋施工便覧（P657）　4）風荷重（W）
６)　鋼構造物架設設計施工指針（P14～P17）　4.2.4 風荷重（W）
７)　鋼道路橋施工便覧（P658）　5）地震荷重（EQ）
８)　鋼構造物架設設計施工指針（P176）　A2 架設時における耐震検討の考え方
９)　鋼道路橋施工便覧（P662）　(1)架設設計の制限値
10)　鋼構造物架設設計施工指針（P33）　4.3.3 荷重の組合せと許容応力度の割増し
11)　鋼道路橋施工便覧（P664）　(3)安定に対する安全余裕
12)　鋼構造物架設設計施工指針（P20）　4.3.1 安全率の標準
13)　鋼構造物架設設計施工指針（P186～188）　A3 仮設構造物の設計例　4)敷鉄板基礎

１．（公社）日本道路協会：道路橋示方書・同解説　平成24年3月
２．国土交通省大臣官房技術調査課：土木工事安全施工技術指針　平成29年3月
３．（公社）日本道路協会：鋼道路橋施工便覧　令和2年9月
４．（公社）土木学会：鋼構造物架設設計施工指針　2012年版
５．（一社）日本橋梁建設協会：鋼橋架設工事の事故防止対策　平成28年8月

参照箇所

参考文献

橋軸直角方向
常時 H01+H02 1.0
風時 W+H02 1.1
地震時 EQ+H02 1.2

橋軸方向
常時 H01+H02 1.0

地震時※ EQ+H02 1.2

鋼道路橋施工便覧9)にも同様の許容応力度の割増し係数に架設時の割増し1.25を乗じた

場合の参考値が示されている。また、鋼構造物架設設計施工指針10)には割増し係数の標
準値が示されている。

橋桁に作用する橋軸方向の水平荷重が橋台または橋脚で負担できない場合は、橋軸

方向の地震荷重（EQ）を考慮する。

架設時許容応力度の割増しとして1.25を考慮するほか、荷重の組合せに対する許容応力

度の割増し係数の標準を以下に示す。
水平荷重の

作用方向
条件 荷重の組合せ 許容応力度の割増し係数
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平成28年6月20日　【通達（事務連絡）】
供用中の道路上の橋梁架設工事に伴う安全確保について
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供用中の道路上の橋梁架設工事に伴う安全確保について（参考送付）



13

鋼道路橋施工便覧（令和2年9月）抜粋



14



15



16



17



18


